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1.  はじめに 

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）が、北海

道幌延町で実施している幌延深地層研究計画は、平成17年10月の「原子

力政策大綱」に示された「深地層の研究施設」を活用した計画の1つであ

り、堆積岩を対象に深地層の研究を行うものです。 

「原子力政策大綱」においては、「日本原子力研究開発機構を中心とし

た研究開発機関は、深地層の研究施設等を活用して、深地層の科学的研

究、地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化等に向けた基盤

的な研究開発、安全規制のための研究開発を引き続き着実に進めるべき

である」と述べられており、幌延深地層研究計画の重要性が示されてい

ます。 

また、文部科学省と経済産業省が定める、第2期（平成22年4月1日～平

成27年3月31日）の「独立行政法人日本原子力研究開発機構が達成すべき

業務運営に関する目標（中期目標）*1」（以下、第2期中期目標）では、

「幌延深地層研究計画に基づき、坑道掘削時の調査研究及び坑道を利用

した調査研究を着実に進める。あわせて工学技術や安全評価に関する研

究開発を実施」することが目標として掲げられています。 

原子力機構では、第2期中期目標を受け、「独立行政法人日本原子力研

究開発機構の中期目標を達成するための計画（中期計画）*2」を策定し、

高レベル放射性廃棄物の処分技術に関する研究開発について、「「地層

処分研究開発」と「深地層の科学的研究」の2つの領域において、他の研

究開発機関と連携して研究開発を進め、地層処分の安全確保の考え方や

評価に関わる様々な論拠を支える「知識ベース*3」を充実させる」ことと

しています。幌延深地層研究計画においては、深地層の科学的研究とし

て、「深地層環境の深度（地下350m程度）まで坑道を掘削しながら調査

研究を実施し」、「地上からの精密調査の段階に必要となる技術基盤を

                                                                                       
*1：原子力機構は、原子力基本法第2条に規定する基本方針に基づき、我が国における原子力の研究、開発および

利用を計画的に遂行するために原子力委員会が定める基本的考え方に則り、その業務を総合的、計画的かつ効

率的に行う事が定められています。中期目標はこれを踏まえ、文部科学省と経済産業省が、独立行政法人通則

法第29条の規定に基づき定めた目標です。 
*2：中期計画の期間は、中期目標と同じく平成22年4月1日～平成27年3月31日の5年間です。 
*3：個別の研究開発で得られた成果を、地層処分技術全体に関わる様々な論拠や国内外の知見とあわせて、適切

に管理し、伝達・継承していくための基盤となるものです。 
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整備し、実施主体や安全規制機関に提供する」計画です。また、地層処

分研究開発として、「深地層の研究施設等を活用して、実際の地質環境

条件を考慮した現実的な処分概念の構築手法や総合的な安全評価手法を

整備する」こととしています。さらに、「業務の合理化・効率化の観点

から、幌延深地層研究計画に係わる研究坑道の整備等に民間活力の導入

を図る」こととしており、平成22年度より民間活力の導入として、施設

整備、維持管理および研究支援に対して長期にわたるPFI契約*4を締結し

ています。 

幌延深地層研究計画は、調査研究の開始から終了まで20年程度の計画

とし、「地上からの調査研究段階（第1段階）」、「坑道掘削（地下施設

建設）時の調査研究段階（第2段階）」、「地下施設での調査研究段階（第

3段階）」の3つの段階に分けて実施することとしています。平成23年度

は、研究所用地やその周辺において、地下施設の建設、第2段階および第

3段階の調査研究を継続します。 

 

2.  平成 23年度の主な調査研究内容 

平成23年度は、地層科学研究*5のうち、地質環境調査技術開発では、坑

道掘削などに伴い取得する地質環境データを用いて、第1段階の調査研究

で構築した地質環境モデル（地質構造モデル、岩盤の水理モデル、地下

水の地球化学モデルおよび岩盤力学モデル）の妥当性を確認し、更新す

ることにより、坑道周辺の地質環境の推定に係わる信頼性を向上させま

す。また、第1段階の調査における品質保証システムの整備や地下施設に

おける調査研究で使用するための調査技術や調査機器の開発を継続しま

す。さらに、地下施設建設に伴う坑道周辺の岩盤特性の変化を把握する

ための技術開発およびコントロールボーリング技術の適用性確認や、沿

岸域の塩水と淡水が混在する場を対象とした体系的な調査評価技術の整

備を継続します。 
                                                                                       
*4：Private Finance Initiative（民間資金等活用事業）の略称で、公共施設などの建設、維持管理、運営など

を民間の資金、経営能力、技術的能力を活用する事で、これにより、国や地方公共団体などが直接実施するよ

りも効率的かつ効果的に事業を実施するための方策です。幌延深地層研究計画における、PFIの契約期間は平成

22年1月31日から平成31年3月31日までです。 
*5：幌延深地層研究計画では、原子力政策大綱で「深地層の科学的研究」とされている研究を「地層科学研究」

と呼称しています。 
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深地層における工学的技術の基礎の開発では、坑道の掘削を進めなが

ら、岩盤の変位や支保*6工の応力を計測するシステムを設置し、取得され

るデータに基づき、地下施設設計の妥当性を確認します。また、これま

でに取得されたデータに基づき、地下施設の建設におけるリスク評価手

法の開発を実施します。さらに、新たなグラウト*7材料の開発を継続しま

す。 

地質環境の長期安定性に関する研究では、地形や地層の変形などを把

握するために地形・地質調査や採取した岩石サンプルの分析を実施し、

地下水流動の長期的変遷を推定するための数値解析手法の開発を行うと

ともに、地震観測やGPS*8観測を継続します。また、地震活動・断層運動

が地質環境に与える力学的な影響を把握する手法を検討します。 

地層処分研究開発のうち、処分技術の信頼性向上のための研究開発で

は、第3段階で実施する原位置試験の詳細な計画について引き続き検討す

るとともに、低アルカリ性コンクリート*9材料の施工試験や周辺岩盤およ

び地下水への影響調査を実施します。また、緩衝材定置試験設備などの

整備を継続するとともに、設備を用いた試験を実施します。さらに、平

成22年度までに得られた地質環境データや室内試験のデータなどを用い

て、人工バリア*10などの設計手法の適用性および長期健全性を評価する

ための情報と条件の整理を継続します。安全評価手法の高度化のための

研究開発では、物質移行に関するデータの蓄積や現象理解のための解析

を継続します。また、地質環境データや室内試験などによって整備した

物質移行に関するデータやモデルにより、地下施設周辺での物質移行に

関する解析を継続し、基盤技術として整備するとともに、表層部を対象

とした地下水流動や物質移行を評価するための手順に関して、実際の調

                                                                                       
*6：地下空間の安定を保つために設ける構成部材のことです。通常、ロックボルト、鋼製支保、コンクリートな

どから構成されます。 
*7：岩盤に孔をあけ、岩盤の割れ目の中にセメントなどの固化材を圧入し充填することにより、湧水を止める技

術のことです。 
*8：Global Positioning System(汎地球測位システム)の略です。アメリカ合衆国で開発されたもので、地球を周

回する人工衛星からの電波を地上で受信し、受信地点の位置座標を精密に計測するシステムです。現在、カー

ナビゲーションシステム、携帯電話などにも利用されています。 
*9：通常のセメント材料にシリカを主成分とする材料を添加し、セメントが固化する過程で生じる高アルカリ性

分と反応させることで、間隙水の pHを低下させるセメントを用いたコンクリートのことです。 
*10：ガラス固化体、オーバーパックおよび緩衝材からなる地層処分システムの構成要素のことで、高レベル放射

性廃棄物が人間の生活環境に影響を及ぼさないようにする障壁として、人工的に形成するものです。 
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査データに基づく見直しを行います。 

平成23年度に地下施設、研究所用地および幌延町内で行う主な調査研

究の実施内容を表1に示します。また、表1に示した調査に関する地上か

らのボーリング孔の位置および観測装置の設置場所を図1に、研究所用地

周辺の主な設備と観測装置の配置を図2に示します。 

地下施設については、換気立坑および東立坑と250m調査坑道の掘削を

継続するとともに、350m調査坑道の一部を掘削します。西立坑について

は坑口工事の後、櫓設備などを設置し掘削を行います。坑道掘削により

発生した掘削土(ズリ)は掘削土(ズリ)置場に搬出するとともに、掘削土

(ズリ)の増量に備えて、掘削土(ズリ)置場を拡張します。また、坑道掘

削に伴って発生する排水は排水処理設備にて適切な処理をした上で、排

水管路を経て天塩川に放流します。 

環境モニタリングとしては、研究所用地周辺における騒音・振動・水

質・動植物に関するモニタリング調査、坑道内および掘削土(ズリ)置場

で発生する排水の水質調査を定期的に行います。また、排水の放流先で

ある天塩川の水質モニタリング調査を行います。 

安全確保の取組みとして、作業者などに対する安全教育の実施、定期

的な安全パトロールなどの活動を継続します。 

なお、幌延深地層研究計画で実施する地下深部の地質環境を対象とし

た研究は、地球科学の幅広い分野にわたり、学術研究の発展にも広く寄

与することから、国内外の関連する研究機関の専門家の参加を積極的に

得つつ進めていきます。
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表1 平成23年度の主な調査研究の実施内容 

実施項目 実施内容 実施場所 

地層科学研究 

地質環境調査技術

開発 

地質環境モデル

に関する調査・解

析技術の開発 

地質構造 坑道や地表での地質観察、岩石の分析・鉱物試験・測定 地下施設、北進地区、上幌延地区など 

岩盤の水理 
気象観測（降水量、気温・湿度、風向・風速、蒸発散量）、河川流量の観測、地下水位・土壌水分の

観測、水理地質構造に関する情報（湧水量など）の取得、地下水の水圧・水質モニタリング 

研究所用地、地下施設、気象観測所、北進蒸発散量観測タワー、 

P-3～5地点、浅層ボーリング孔、HDB-1～11孔など 

地下水の地

球化学 

坑道壁面からの湧水、ボーリング孔の孔内水、岩石コアからの間隙水の化学分析、溶存ガス・コロ

イド・有機物・微生物の分析、河川水・降水の分析 

研究所用地、地下施設、HDB-1～11孔、P-3～5地点、 

掘削土(ズリ)置場など 

岩盤力学 坑道内での初期地圧の測定、内空変位計測 地下施設など 

調査技術・調査機器開発 

高精度傾斜計・間隙水圧計、比抵抗モニタリング技術の適用性確認、光ファイバー式地中変位計の

長期性能確認、弾性波トモグラフィ調査、物質移動特性に関する試験装置の適用性確認、コントロ

ールボーリング技術の適用性確認、塩水と淡水が混在する場における地下水流動などに関する調査

など 

地下施設、上幌延地区、北進地区、幌延町沿岸域（陸域～海域） 

深地層における工学的技術の基礎の開発 
岩盤の変位・支保工の応力の観測、岩盤の力学特性の評価、リスク評価手法の開発、坑内火災時の

通気網解析、湧水抑制対策のための技術開発 
地下施設など 

地質環境の長期安

定性に関する研究 

地質環境の長期的変遷に関す

る研究 
地形・地質調査、岩石・地下水・ガスの分析・測定 

地下施設、北進地区、上幌延地区、浜里地区、下沼地区、 

天塩川および問寒別川沿い 

地震研究 地震観測、GPS観測、地形・地質調査 
研究所用地、地下施設、HDB-1、2、5孔敷地、中問寒観測点、 

北星園観測点、北進地区、上幌延地区、下沼地区など 

地層処分研究

開発 

処分技術の信頼性向上 
設計手法適用のための情報の整理、低ｱﾙｶﾘ性ｺﾝｸﾘｰﾄ材料の原位置施工試験、周辺岩盤および地下水

への影響調査、緩衝材定置試験などの試験設備の整備および試験の実施 
研究所用地、地下施設など 

安全評価手法の高度化 
物質移行に関するデータ蓄積、物質移行モデルの更新、物質移行の原位置試験計画の検討、表層部

の水理地質構造モデルの構築、地下水流動、物質移行を評価するための手順の整理 
研究所用地など 

地下施設の建設 
換気・東・西立坑の掘削、250m・350m調査坑道の掘削、掘削土(ズリ)の掘削土(ズリ)置場への搬出、

掘削土(ズリ)置場の拡張、掘削土(ズリ)の分析、排水処理設備の運転 
研究所用地、地下施設、掘削土(ズリ)置場など 

環境モニタリング 騒音・振動・水質・動植物のモニタリング調査、坑道掘削により発生する排水などの水質調査 研究所用地、天塩川、清水川など 
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図 1 ボーリング孔の位置および観測装置の設置場所 
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図 2 研究所用地における主な施設と観測装置の配置 

 

3.  地層科学研究 

3.1  地質環境調査技術開発 

第2段階および第3段階の調査研究は、坑道掘削に伴って取得する地質

環境データを基に、①第1段階における調査研究の結果、特に地下施設を

含む数km四方程度の範囲を対象とした地質環境モデルの妥当性や調査・

解析手法の有効性を確認すること、②坑道掘削に伴う地質環境の変化を

実際に把握すること、③新たに取得するデータに基づき、坑道などの周

辺数十m～数m四方程度の範囲を対象とした地質環境モデルを構築するこ

と、を主な目的として実施します。これらの調査研究のため、以下に示

す地質環境モデルに関する調査・解析技術の開発および調査技術・調査

機器開発を行います。 

 

3.1.1  地質環境モデルに関する調査・解析技術の開発 

第2段階では、坑道掘削に伴い取得する地質環境データに基づいて、第

1段階で構築した地質環境モデルの妥当性を確認するとともに、必要に応

じてモデルの更新を行います。また、これらのデータおよび地質環境モ
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デルに基づいて調査坑道周辺の地質環境をより詳細に推定します。この

モデルは、第3段階で実施する原位置試験計画を策定するための基盤情報

となります。さらに、地下水流動と地下水の水質分布といった、異なる

分野間でのモデルの整合性を検討します。ここで構築した地質環境モデ

ルおよび地質環境データは、幌延地域を事例とした設計手法や安全評価

手法の適用性の検討に使用します。 

さらに、これまでの経験やノウハウなどの知識を、的確に地質環境の

調査や評価に活用できるよう、第1段階で構築した統合化データフローダ

イヤグラム*11を活用して、調査・評価上のノウハウや判断根拠に関する

情報などを抽出・整理する作業を継続します。また、第1段階の調査・試

験の品質評価を行い、その結果に基づき調査手順書やマニュアルなどを

整備し、地上からの調査に係わる体系的な品質保証システムの構築を進

めます。 

第3段階では、調査坑道およびそれらの坑道から掘削されるボーリング

孔を用いて、詳細な地質環境特性（地質構造、岩盤の水理、地下水の地

球化学、物質移動特性、岩盤の力学特性）の把握を目的とした地質観察、

物理・流体検層、水理試験、採水調査およびトレーサー*12試験などの調

査や原位置試験を実施します。また、坑道の掘削・埋め戻しによって生

じる周辺岩盤における地下水流動および水質、岩盤の力学特性の変化を

調べるための坑道掘削影響・回復試験を実施し、坑道周辺の掘削影響を

含む地質環境特性とその変遷に関する情報を地層処分研究開発として実

施する試験に反映します。 

以下に、それぞれの地質環境特性に係わる調査研究について記載しま

す。 

 

(1) 地質構造 

第2段階では、第1段階の調査結果に基づいて構築した地質構造モデル

                                                                                       
*11：様々な調査から得られるデータが、モデル化や解析などの過程を経て、どのような作業や分野の理解に役立

つかを地層処分研究の観点から整理し、視覚的に表したフロー図です。 
*12：地下水の流れの方向や流れる時間などを調べるために、地下水に目印としてまぜる染料やその他の薬品を指

します。食塩が代表的なトレーサーとなりますが、調べたい地下水の化学成分が食塩に満ちている場合などに

はヨウ化カリウムなどがあり、多種のトレーサーがあります。幌延深地層研究計画では放射性同位体を用いた

トレーサー試験は行いません。 
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の妥当性確認と更新を目的として、地下施設近傍の地層の分布や割れ目

の分布・連続性を三次元的に把握するための調査を行います。また、坑

道周辺の詳細な地質構造モデルを構築します。 

第3段階では、立坑、調査坑道およびそれらの坑道から掘削されるボー

リング孔を用いて、地下施設近傍の地層の分布や割れ目の分布・連続性

を三次元的に把握し、より詳細な坑道周辺の地質構造モデルを構築しま

す。 

平成23年度は、地下施設や研究所設置地区およびその周辺の地表での

地質観察、および地下施設や地表、ボーリング調査で採取した岩石の分

析や鉱物試験*13、測定などを継続します。また、坑道掘削に伴う坑道で

の壁面観察や、ボーリング調査から得られる地層の分布や割れ目の連続

性に関するデータに基づいて、第1段階で構築した地質構造モデル（岩

相・断層・割れ目帯・しゅう曲といった地質構造の分布や形状）の妥当

性の確認を継続し、割れ目の分布を三次元的に表現するなど、地質構造

モデルの詳細化を図ります。 

 

(2) 岩盤の水理 

第2段階では、これまでに設置したモニタリング機器を利用して、地下

施設建設に伴う地下水流動特性の変化に関するデータを取得します。ま

た、既存のボーリング孔や、気象観測所、地下施設などから得られる岩

盤の透水性の分布や、地下水の圧力分布などの新たに取得されるデータ

に基づき、岩盤の水理モデルの妥当性を確認するとともにモデルを更新

します。更新したモデルを用いた地下水流動解析を実施し、第1段階で構

築したモデルとの比較を通じて、地上からの調査技術やモデル化・解析

手法の妥当性を確認します。 

第3段階では、調査坑道で実施する調査から得られるデータに基づいて、

坑道とその周辺における岩盤の水理モデルを構築し、より詳細なスケー

ルにおける地下水流動特性の評価技術を構築します。 

平成23年度は、平成22年度までに引き続き、地上からのモニタリング

技術の適用性確認および地質環境の変化について検討するため、既存の
                                                                                       
*13：顕微鏡などを用いて、地層に含まれる微少な生物の化石や岩石の構成鉱物を調べます。 
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ボーリング孔（HDB-1～11孔、PB-V01孔およびSAB-1孔）内に設置した水

圧・水質モニタリング機器を用いて地下水の圧力や水質の観測を継続し

ます。また、研究所設置地区における気象観測（降水量、気温・湿度、

風向・風速、蒸発散量）、ライシメータ*14による蒸発散量などの観測、河

川流量観測および立坑近傍のボーリング孔を用いた地下水位や土壌中の

水分の観測を継続します。これら表層部の観測結果と河川水および降水

の水質分析の結果から、地下の浅い部分での水の動きを概略的に把握す

るとともに、降水が地下の岩盤にしみ込む量（地下水涵養量）を算定し

ます。 

地下施設においては、湧水を伴う割れ目の性状や地下水の湧水量など

の岩盤の水理に関する情報の取得と、新たに取得されるデータに基づい

たモデルの更新を継続します。また、更新したモデルを用いて、坑道掘

削時の地下水の湧水量や周囲の水圧の変化を把握するための地下水流動

解析を行い、解析結果とモニタリングで得られた実際の観測値との比較

を通じて、岩盤の水理モデルおよびそれに基づく解析結果の妥当性を確

認します。また、第2段階で掘削される立坑や調査坑道およびその周辺の

岩盤における地下水流動特性を予測し、第3段階の調査研究計画の詳細化

や具体化に反映させていきます。 

 

(3) 地下水の地球化学 

第2段階では、第1段階の調査・解析結果の妥当性を確認するため、坑

道内の湧水および既存のボーリング孔、新たに掘削するボーリング孔を

対象として地下水の水質調査を行うとともに、立坑掘削が周辺の地下水

水質や溶存ガスなどに及ぼす影響を把握するための調査を行います。ま

た、調査結果を基に必要に応じてモデルを更新するとともに、地下施設

建設が地下水の水質に与える影響を表現するモデルの構築手法について

整備します。 

第3段階では、調査坑道において地下水などを採取し、それらの地球化

                                                                                       
*14：周囲と同じ土壌をつめた容器を地中へ埋設し、重量などを計測することにより降水や蒸発散などに伴う水分

量の変化から、水収支（一定の期間に流入する水の量と流出する水の量との差引のことです。流入には降水な

ど、流出には蒸発散などがあります。）に関するデータを直接求める装置です。 
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学特性*15に関するデータの取得や地球化学モデルに関わる解析を実施す

ることによって、より詳細なスケールにおける地球化学特性の評価技術

を構築します。 

平成23年度は、平成22年度に引き続いて、換気立坑や東立坑の壁面か

ら採取した湧水や岩石、坑道内のボーリング孔から採取した地下水およ

び岩石を用いて、化学組成に加え、溶存ガス組成、コロイド、有機物お

よび微生物などに関する分析を行い、坑道掘削に伴う周辺岩盤および地

下水の水質やそれに関わる化学反応などの地球化学特性の変化を把握し

ます。また、既存のボーリング孔（HDB-1～11孔など）から採取する地下

水のほか、河川水や降水の分析およびそれらのデータを用いた地下水の

水質分布についての解析を継続します。さらに、それらの地球化学デー

タを利用して、地下水の水質やその形成機構について考察し、坑道掘削

に伴う周辺の地球化学環境の変化に関わる地球化学モデルを更新します。 

 

(4) 岩盤力学 

第2段階では、地下施設において、岩盤の力学的性質の分布を確認する

とともに、坑道掘削によって生じる周辺岩盤の物性変化の範囲と程度を

調査します。また、得られたデータに基づき、第1段階で構築した岩盤力

学モデルの妥当性を確認し、モデルを更新するとともに、坑道周辺岩盤

の物性変化を表現できるモデルについて検討します。 

第3段階では、調査坑道で実施する調査で得られるデータに基づいて、

地下深部におけるより詳細な岩盤力学特性の評価技術を構築します。 

平成23年度は、平成22年度に引き続き、坑道から掘削するボーリング

孔を用いた初期地圧の測定を行い、地下深部における地圧の空間的な分

布を把握します。また、それらのデータに基づき地上からの調査手法の

妥当性について確認します。 

また、坑道内で実施している内空変位計測*16などの結果から、第1段階

で構築した坑道掘削時に生じる周辺岩盤の変形や応力の変化を予測する

ための解析手法の適用性を確認します。 

                                                                                       
*15：地下水の水質や溶存ガスなどの化学組成や化学変化に関する性質のことです。 

*16：坑道内で覆工コンクリート内側の断面の相対変位量を計測することです。 
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3.1.2  調査技術・調査機器開発 

第2段階では、第1段階で堆積岩や塩水系地下水が有する特性を考慮し

て開発した調査技術を実際に坑道掘削時の調査などに適用して、その有

効性を確認します。また、坑道掘削が周辺岩盤に与える影響を評価する

ため、坑道周辺岩盤の力学特性、地下水流動に関わる水理特性、地球化

学特性などのモニタリング技術の開発を行います。これらのモニタリン

グにより得られた結果は、第3段階の調査研究を実施する試験環境が坑道

掘削により、どのような影響を受けているかを明確にするとともに、地

下施設の埋め戻し後の坑道周辺の環境を予測するための解析に利用しま

す。 

第3段階では、調査坑道を利用して実施する各調査研究で使用する調査

技術・機器の開発を行います。 

平成23年度は、岩盤の水理および地下水の地球化学特性に関して、地

下施設建設に伴う変化のデータを取得するために、これまでに設置した

モニタリング機器の長期的な健全性およびモニタリング技術の適用性の

確認を継続します。また、坑道での地質環境データの取得に必要な調査

技術や調査機器の開発・改良を継続します。 

具体的には、140m調査坑道から掘削したボーリング孔に設置した地下

水の水圧・水質連続モニタリング装置や間隙水圧計、水分計などの長期

的な性能を確認するとともに、岩盤の化学的緩衝能力を理解するための

試験装置の開発を行い、140m・250m調査坑道においてデータを取得しま

す。また、既存の孔間水理試験装置にトレーサーを注入、計測、回収す

る機能を付加するとともに、その装置を用いて、250m調査坑道から掘削

されるボーリング孔で物質移動特性に関する試験を行います。さらに、

140m・250m調査坑道に設置されている既存の地下水循環試験装置を用い

たコロイド、有機物および微生物の特性評価試験を実施し、取得される

データの品質や安全性確保の観点から試験装置の原位置条件下での適用

性を確認します。 

また、地表に設置した高精度傾斜計および坑内に設置した地中変位計

などを用いて、微小な岩盤の変形の観測を継続するとともに、地下施設

周辺の地下水流動の変化を地表から比抵抗分布のモニタリングによって
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調べる手法の適用性について確認し、地下施設建設が施設周辺および坑

道周辺の岩盤に与える影響を評価するための観測技術および解析技術の

開発を行います。 

力学特性に関しては、光ファイバー式地中変位計の長期モニタリング

性能を確認するためにデータの収集・整理を継続します。また、140m・

250m調査坑道では、坑道掘削後の力学特性の長期的な挙動を確認するた

めに、弾性波トモグラフィ調査を継続して実施します。これらを通して、

力学特性の評価に資するモニタリング技術としての信頼性を向上させま

す。 

また、通常の鉛直ボーリングの技術では調査が困難な場合に使用する

コントロールボーリング技術（ボーリング孔の角度と方向を制御して掘

削するボーリング）の適用性確認のための掘削および調査を継続します。

さらに、塩水と淡水が混在する場における地下水流動などに関する調査

として、沿岸域（海域～陸域）の地質環境を対象とした物理探査やボー

リング調査技術などの技術開発を継続します。なお、これらの調査研究

は、他の研究機関との共同研究として実施します。 

 

3.2  深地層における工学的技術の基礎の開発 

第2段階では、坑道掘削を進めながら岩盤の変位や支保工の応力を計測

するシステムを設置し、取得される情報に基づいて、地下施設の設計や

施工計画などの手法ならびに工学技術の妥当性を評価し、その評価結果

を適切に設計や施工計画などに反映させる技術体系を整備します。また、

これらを実際に適用することにより、覆工技術などの設計・施工技術の

適用性を確認します。これらの評価を踏まえて、以深の掘削工事や対策

工事の最適化を進めていきます。 

第3段階では、第2段階までの調査において適用した耐震設計技術や情

報化施工*17技術などの一連の工学的技術の有効性を評価し、堆積岩系の

岩盤に適用するための汎用的な技術体系として整備します。また、火災

などの緊急時における安全確保を目的に開発した通気挙動解析システム

                                                                                       
*17：坑道を掘削している段階で、岩盤や支保工に作用する圧力やそれらの変形を計測し、当初設計の妥当性を確

認するとともに、必要に応じて設計や施工方法を修正して施工に反映させる施工管理方法のことを言います。 
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を利用して様々なケースを想定した通気網解析*18を実施し、通気挙動に

ついて検討します。 

平成23年度は、換気・東立坑および250m・350m調査坑道の掘削状況に

応じて、地中変位計やコンクリート応力計などの計測機器を設置して坑

道を掘削した際の岩盤と支保の挙動を分析するとともに、坑道内にて岩

盤に対する載荷試験を実施し岩盤の力学特性を評価します。これらの結

果と、これまでに得られたデータと合わせて地下施設設計の妥当性の確

認ならびに更新を行います。 

また、坑道掘削に伴い得られた計測データと、ボーリング調査から得

られた地質環境データに基づいて、地下施設の建設におけるリスク評価

手法の開発を行います。一方、坑道内の安全確保の観点から、坑内火災

時の通気網解析を継続して実施します。さらに、湧水抑制対策のための

技術開発として、シリカ*19などの新たなグラウト材料の開発を継続しま

す。 

 

3.3  地質環境の長期安定性に関する研究 

3.3.1  地質環境の長期的変遷に関する研究 

断層運動や海水準変動などの自然現象の履歴に関する調査手法と、地

下水流動などに関する調査・解析手法とを組み合わせて、自然現象に伴

う地質環境の長期的変遷を予測する手法の検討を行います。 

平成23年度は、地形や地層の変形と古環境の変遷を把握するための地

形・地質調査と数値標高データを用いた地形解析、および岩石や地下水、

ガスの分析・測定などを行うとともに、三次元モデルを用いて地下水流

動の長期的変遷を推定するための数値解析手法の開発を行います。また、

幌延地域における地殻変動の履歴や古気候、地下構造に関する情報とと

もに、これまでに実施した地下水の流動や水質の長期的な変遷に関する

数値解析手法の取りまとめを通じて、堆積岩が分布する沿岸部を対象と

した地質環境の長期的変遷を予測する手法の検討を行います。 

                                                                                       
*18：坑内の任意の箇所に火災発生源および火災温度などの火災条件を設定し、火災ガスなどの挙動を把握する解

析手法です。 

*19：二酸化ケイ素とも呼ばれます。石英の主成分であり、地殻に最も豊富に含まれている物質の 1つです。その

ため、周辺環境への影響が小さいと考えられています。 
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3.3.2  地震研究 
地震観測を継続するとともに、その観測データと地表および地下施設

で取得する地質環境データとを組み合わせ、地震活動・断層運動が地質

環境に与える影響について検討します。 

平成23年度は、研究所設置地区周辺に分布する断層やしゅう曲に関す

る現在の活動の程度を把握し、過去の履歴から推定される長期的変遷の

傾向との整合性を検討するために、既存の観測点における地震観測とGPS

観測を継続します。また、地形・地質調査および断層の動きを再現した

数値解析などを行うことにより、地震活動・断層運動が地質環境に与え

る力学的な影響を把握する手法の検討を行います。 

 

4.  地層処分研究開発 

4.1  処分技術の信頼性向上 

4.1.1  人工バリアなどの工学技術の検証 

第2段階では、坑道掘削時に取得するデータに基づき、低アルカリ性コ

ンクリート材料の原位置試験などの計画を検討するとともに、地下施設

において原位置試験を実施します。 

第3段階では、人工バリアの設置方法の違い（竪置き方式・横置き方式）

による周辺岩盤への影響など、処分システムの構築に関わる工学技術の

信頼性向上を図るための原位置試験や室内試験を実施します。また、コ

ンクリート材料の坑道周辺の岩盤および地下水への影響を把握するため

の調査や、ガス移行挙動試験や密閉（シーリング）技術に関する原位置

試験、人工バリアを構成するオーバーパック*20や緩衝材などの構成要素

の要件を満足するような処分システムを構築し、岩盤までを含む構成要

素間で生じる熱・水理・応力・化学連成挙動に関する試験、さらにはオ

ーバーパックの腐食挙動に関する原位置試験などを実施します。 

平成23年度は、第3段階で実施する原位置試験のほか、処分システムの

設計・施工技術や品質管理に関する原位置試験の詳細な計画についての

                                                                                       
*20：人工バリアの構成要素の 1つです。ガラス固化体を包み込み、ガラス固化体に地下水が接触することを防止

し、地圧などの外力からガラス固化体を保護する容器のことを言います。候補材料は炭素鋼などの金属です。 
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検討を継続します。また、250m調査坑道において、低アルカリ性コンク

リート材料を用いた坑道の支保工の施工性に関する原位置試験を実施す

るとともに、平成21年度に140m調査坑道で施工したコンクリート材料が

坑道周辺の地質環境に及ぼす影響を把握するための調査を継続します。 

さらに、平成22年度に引き続き、緩衝材の定置試験や長期挙動試験な

どについて、試験設備の設計・製作および試験を他の研究機関との共同

研究として継続します。 

 

4.1.2  設計手法の適用性確認 
第2段階では、緩衝材（ベントナイト*21）や金属材料などの人工バリア

の構成材料の特性や挙動に関して、塩水系地下水に対して不足している

データの取得を行います。その結果を踏まえ、それらの特性や挙動に関

するメカニズムの理解と各特性や挙動に関する、より汎用的なモデルの

開発などを進めるとともに、それらを複合させた人工バリアなどの長期

挙動について解析します。あわせて、長期挙動に関する検証データの取

得を進めます。また、第1段階で取得したデータおよび坑道掘削に伴い得

られる地質環境データや人工バリア材料の特性や挙動に関するデータを

用いて、第1段階で検討した人工バリアや地下施設などの設計手法を、原

位置試験の仕様を検討する際に適用します。 

第3段階では、人工バリアから岩盤までを含む構成要素間で生じる熱・

水理・応力・化学連成挙動、オーバーパックの腐食挙動およびガス移行

挙動などの原位置試験の仕様の検討や各挙動に関する解析に必要となる

各特性データなどの取得を行います。 

平成23年度は、平成22年度に引き続き、上記の設計手法の適用に向け

て、岩石コアや地下水を用いた室内試験を継続するとともに、これまで

の調査研究で取得した地質環境データや、室内試験から取得したデータ

ならびに構築したモデルなどに基づいて、人工バリアなどの設計手法の

適用性および長期健全性を評価するための情報や条件の整理を継続しま

す。 

                                                                                       
*21：粘土の一種で地層処分における人工バリアに用いる緩衝材の候補材料です。 
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4.2  安全評価手法の高度化 

4.2.1  安全評価モデルの高度化 

第2段階では、後述する地質環境への安全評価手法の適用性を評価する

ことや安全評価手法の信頼性を向上させるため、第1段階での調査研究に

おいて取得していない拡散係数*22や収着分配係数*23などの物質移行に関

するデータのほか、物質移行に影響を及ぼすと考えられる要因である、

有機物、コロイドおよび微生物活動などと物質移行との関連についての

データを蓄積します。また、物質移行に関するメカニズムや現象の理解

を通じて、データの信頼性と精度の向上、ならびに物質移行に関わるモ

デルの高度化を図ります。 

第3段階では、実際の地質環境における人工バリアの性能を確認するた

めに、地下施設において人工バリアを対象としたトレーサー試験などを

行い、人工バリアやその周辺岩盤における物質移行挙動を評価するため

のデータを取得します。また、それらの試験と並行して、物質移行解析

に必要なデータを地下水や岩石を利用して室内試験により取得します。 

平成23年度は、既存のボーリング孔や、坑道から掘削するボーリング

調査から得られる岩石コアや地下水などを用いた物質移行に関するデー

タの取得およびメカニズムの把握のための室内試験や解析を継続します。

また、室内試験により取得されたデータや、これまでに取得された地質

環境データなどに基づいて、第3段階で実施する物質移行に関する原位置

試験の詳細な計画についての検討を継続します。 

 

4.2.2  安全評価手法の適用性確認 

第2段階では、異なるスケール（広域スケール*24、サイトスケール*25）

で段階的に得られる地質環境データに基づいて、地下水流動や物質移行

に関する解析を行い、その過程で得られた知見を整理・統合するととも

に、地上からの調査段階での解析結果と比較することにより既存の安全

                                                                                       
*22：岩盤などの中を放射性核種などが、濃度の高い方から低い方へ移動していく際の速さを表す係数です。 
*23：岩盤中と地下水中における放射性核種などの濃度比を表す係数で、放射性核種などの岩盤への取り込まれや

すさを表す係数です。拡散係数とともに、環境中における放射性核種の移動の予測や放射性廃棄物の処分にお

ける安全評価などに使用される重要なパラメータのひとつです。 
*24：研究所設置地区を含む 15km×30km程度の領域を指します。 
*25：研究所設置地区を含む 10km 四方程度の領域を指します。 
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評価手法の適用性を確認し、安全評価上重要な地質環境に関する項目や

調査における留意点などを抽出・整理します。 

第3段階では、地下施設において実施する物質移行に関する原位置試験

などで得られた成果やその他の地層科学研究で得られた成果を活用して、

幌延地域を事例とした安全評価手法の検討を行い、その適用性を確認し

ます。 

平成23年度は、これまでに取得した地質環境データと室内試験などに

よって整備した物質移行に関するデータおよびモデルにより、地下施設

周辺での物質移行に関する解析を継続して行い、安全評価手法の適用性

の確認を通じて、基盤技術として整備を図ります。また、表層部を対象

とした岩盤の水理モデルの構築および地下水流動、物質移行を評価する

ための手順に関して、実際の調査データを用いた検討などに基づく見直

しを行います。 

 

5.  地下施設の建設 

平成23年度は、平成22年度から導入した民間活力（PFI）による坑道整

備により、東立坑および換気立坑の深度250m以深の掘削と250m調査坑道

の掘削を継続するとともに、350m調査坑道の一部を掘削します。また、

坑道の掘削過程において湧水抑制対策を行います。 

西立坑については、平成22年度に引き続き、櫓設備の基礎となる坑口

上部工*26を整備した後、櫓設備、スカフォード*27および巻上機を設置し、

掘削を継続します。 

坑道掘削に際しては、これまでと同様に速やかに支保を構築し、坑道

周辺の岩盤を保持しながら掘削します。支保の選定は、そこで得られる

岩盤の力学特性などの情報を適時設計に反映して実施します。なお、地

下施設を含む研究所用地周辺には、メタンを主成分とする可燃性ガスの

存在が確認されているため、掘削切羽近傍においては、防爆仕様の機器

の採用や、ガス濃度の監視などにより防爆対策を行いながら掘削を進め

                                                                                       
*26：坑口上部工は、立坑出入り口部にあたる鉄筋コンクリート構造物のことです。この設備は、立坑を本格的に

掘削するための櫓設備の基礎を兼用する部分にもなります。 
*27：立坑の工事に使用される作業足場のことです。 
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ます。 

坑道掘削により発生した掘削土(ズリ)は、用地内に仮置きしたのちに

掘削土(ズリ)置場に搬出します。掘削土(ズリ)置場については、立坑掘

削の進捗などによる増量に備え拡張工事を実施します。なお、掘削土(ズ

リ)については有害物質の含有量および溶出量を定期的に確認します。 

坑道掘削に伴って発生する排水および掘削土(ズリ)置場の浸出水は、

排水処理設備にてホウ素や窒素を取り除くなどの適切な処理をした上で、

排水管路を経て天塩川に放流します。 

 

6.  環境モニタリング 
地下施設建設が周辺環境へ与える影響を調査するため、研究所用地周

辺および天塩川などにおいてモニタリング調査を実施します。 

 

6.1 騒音・振動・水質・動植物に関するモニタリング調査 

平成22年度に引き続き、これまでと同様、研究所用地周辺において定

期的に騒音・振動・水質・動植物のモニタリング調査を行います。 

 

6.2 地下施設の建設に伴う水質モニタリング調査 

坑道掘削に伴い発生する排水について、研究所用地や掘削土(ズリ)置

場およびその周辺、さらに排水の放流先である天塩川において水質モニ

タリング調査を行います。 

水質モニタリング調査項目は、水質汚濁防止法および北るもい漁業協

同組合との協定書に記載されている分析項目に準拠します。モニタリン

グは、坑道からの排水、排水処理後の水、掘削土(ズリ)置場からの浸出

水やその周辺の浅い地下水および河川水、天塩川の河川水などを対象と

します。 

 

7.  安全確保の取組み 

地下施設および研究所用地周辺などにおける調査研究、および地下施

設建設工事に当たっては、安全確保を最優先に作業を実施します。具体

的には、作業計画時に安全対策の確認を徹底するとともに、作業者など

に対する安全教育の実施、定期的な安全パトロールなどを通じて安全確
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保に努めます。また、作業の安全確保のための規則などについて継続的

に見直しや整備を進めます。 

 

8.  開かれた研究 

幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、地球科

学の幅広い分野にわたり、学術研究の発展にも広く寄与します。このた

め、北海道大学をはじめとする国内外の大学・研究機関との研究協力を

行うとともに、国際交流施設などを利用して、各機関の専門家と議論を

行いながら研究を進めていきます。また、幌延深地層研究計画の施設や

研究フィールドは、国内外の関連する研究機関に広く開放していきます。

なお、地層処分についての国民との相互理解の促進のため、ウェブサイ

トでの情報発信やPR施設（ゆめ地創館）において、地下施設で実施して

いる地下深部の研究などを紹介するとともに、見学会などによる研究施

設の公開を進めていきます。また、ゆめ地創館に隣接する、地層処分概

念やその工学的実現性を体感できる地層処分実規模試験施設において、

試験設備の整備を継続します。 

 

8.1  国内機関との研究協力 

8.1.1 大学との研究協力 

・ 北海道大学： 

ベントナイトとセメント系材料との相互作用に関する研究 

坑道埋め戻しに伴う環境回復過程に関わる研究 

地質構造発達モデル構築における品質確保・技術継承に関する研究 

・ 静岡大学： 

地下水・岩石中の微生物特性に関する研究 

・ 東京都市大学： 

微量元素の放射化学分析手法に関する研究 

・ 岡山大学： 

土壌水分観測手法についての光ファイバー計測技術に関する研究 

・ 広島大学： 

地下水・岩石中の微量元素に関する研究 
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・ 新潟大学： 

地質環境の長期的変遷に係る調査・解析の知識化に関する研究 

・ 京都大学： 

地質環境モデリング技術の知識化に関する研究 

断層中のガス・地下水の移動特性に関する研究 

・ 東北大学、京都大学： 

地下水中のコロイド、有機物、微量元素に関する研究 

上記のほか、他の大学との研究協力についても検討します。 

 

8.1.2  その他の機関との研究協力 
・ 幌延地圏環境研究所*28： 

堆積岩を対象とした岩盤力学や微生物などに関する研究 

・ 電力中央研究所*29： 

幌延地域における地質・地下水環境特性評価に関する研究 

・ 北海道立総合研究機構 地質研究所*30：  

地形の変化と古環境の復元および地下構造に関する研究 

・ 原子力安全基盤機構*31、産業技術総合研究所*32： 

幌延深地層研究計画における安全評価手法の適用性に関する研究*33 

上記のほか、経済産業省資源エネルギー庁が進めるプロジェクト*34で

ある、コントロールボーリング技術開発に関わるプロジェクト、沿岸域

の地質環境特性の調査・評価技術に関するプロジェクトおよび地層処分

実規模設備整備に関するプロジェクトへの協力を継続するとともに、大
                                                                                       
*28：幌延地圏環境研究所は、財団法人 北海道科学技術総合振興センターが設置した研究所であり、国の補助を

受けて、幌延深地層研究センターの施設や設備を活用した地下空間利用を中心とする研究を実施しています。 
*29：財団法人 電力中央研究所は、電力技術の専門研究機関として設立されました。電力技術の研究として、高

レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発を実施しています。 
*30：地方独立行政法人 北海道立総合研究機構は6つの研究本部から構成され、地質研究所（旧北海道立地質研究

所）はそのうちの環境・地質研究本部に属します。地質分野の先駆をなす研究機構の一研究所として、道民生

活の安全・安心の確保と、地下資源の安定的確保や環境負荷の軽減などの産業・経済の持続的発展に資する調

査研究活動と成果の普及に取り組んでいます。 
*31：独立行政法人 原子力安全基盤機構は、規制行政庁である経済産業省原子力安全・保安院とともに、原子力

エネルギーの利用における安全の確保を目的とした機関です。 
*32：独立行政法人 産業技術総合研究所は、産業技術の広い分野における様々な技術開発を総合的に行っている、

研究組織です。現在の研究分野は「環境・エネルギー」、「地質」、などの6分野に大別されます。 
*33:この研究は、高レベル放射性廃棄物処分の安全規制の整備に向けた研究（安全規制支援研究）として行いま

す。原子力機構の中で安全規制支援研究を実施している、安全研究センターも参加して実施します。 
*34：これらのプロジェクトを平成23年度に実施する機関は、平成23年3月に予定されている一般競争入札によっ

て決定されます。 
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成建設株式会社などとの研究協力について検討します。 

 

8.2  国外機関との研究協力 

・ Nagra*35（スイス）： 

深地層の研究施設計画における調査研究の計画立案や成果に関する

技術的検討など 

・ モンテリ・プロジェクト*36（スイス）： 

鉄材料の腐食に関する原位置試験など 

そのほか、ANDRA*37（フランス）などと地質環境調査技術や地下施設に

おける調査手法および原位置試験など、深地層の研究計画全般に関わる

情報交換や研究協力を進めます。 

                                                                                       
*35：Nationale Genossenschaft für die Lagerung radioaktiver Abfälle (National Cooperative for the Disposal 

of Radioactive Waste)：放射性廃棄物管理協同組合は、スイスにおける放射性廃棄物の地層処分の実施機関で

す。 
*36：堆積岩を対象とした地層処分研究に関する国際的な原位置試験プロジェクトです。平成23年3月現在、原子

力機構を含め8ヶ国から14機関が参加し、スイスのモンテリ・トンネル内において地層処分に関連する各種の原

位置試験が実施されています。 
*37：Agence nationale pour la gestion des déchets radioactifs (National radioactive waste management 

agency)：放射性廃棄物管理公社は、フランスにおける放射性廃棄物処分の実施機関であり、低中レベルの放射

性廃棄物処分場を操業するとともに、高レベル放射性廃棄物および長寿命の中レベル放射性廃棄物処分に関す

る研究開発の中核機関でもあり、堆積岩を対象に深地層の研究施設計画を進めています。 
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参 考 資 料 



年度
項目

H12 H17 H23 H26 H30

調
査
研
究

第1段階

第2段階

第3段階

施
設
建
設

地
上
施
設

地
下
施
設

24

幌延深地層研究計画の全体スケジュール

第１段階 : 地上からの調査研究段階
第２段階 : 坑道掘削(地下施設建設)時の調査研究段階
第３段階 : 地下施設での調査研究段階

第1期中期計画 第2期中期計画



地層科学研究
（地上からのボーリング調査）

25

幌延深地層研究計画の
全体イメージ

140m調査坑道

試験棟での室内試験

地層処分研究開発
（調査坑道での原位置試験イメージ）

地層処分研究開発
（オーバーパック腐食試験）

地層処分研究開発
（低ｱﾙｶﾘ性ｺﾝｸﾘｰﾄ材料の試験）

地層科学研究
（岩盤力学試験）

地層科学研究
（坑道掘削影響試験）

地層科学研究
（地下水の採水）

地層科学研究
（孔間透水試験）

地層科学研究
（物理探査）

※このイメージ図は、今後の調査研究の
結果次第で変わることがあります。

250m調査坑道

350m調査坑道

コア採取・観察
物理検層など

350m調査坑道

埋め戻し

プラグ

人工バリア性能試験

テストピット挙動評価試験

水平坑道掘削影響試験
（力学，水理学，地球化学）

オーバーパック腐食試験

緩衝材

模擬オーバーパック

蓋

試験孔

計測機器
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地質環境調査技術開発
（地質環境モデルに関する調査・解析技術の開発）

平成23年度の調査研究

坑道壁面の地質観察の様子
（140m調査坑道）

地下水採取の様子
（250m調査坑道）

・地質構造： 坑道や地表での地質観察、岩石の分析・鉱物試験・測定、地質構造モデルの妥当性確認

・岩盤の水理： 地下水の水圧・水質の観測、気象観測、河川流量観測、地下水位・土壌中の水分の観測、水理地質構造に関
する情報の取得、地下水涵養量の算定、岩盤の水理モデルの妥当性確認

・地下水の地球化学： 地下水の化学組成分析、溶存ガス組成・コロイド・有機物・微生物などに関する分析、河川水・降水の分析
、地球化学モデルの妥当性確認

・岩盤力学： 初期地圧の測定、内空変位計測、岩盤力学モデルの適用性確認

※青字は、現地調査・試験
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沿岸域を対象としたボーリング調査の様子
（浜里地区での調査：DD-1孔）

循環区間

ボーリング孔(20m程度)

調査坑道

ポンプ

モニタリング装置

タンク

パッカー

循環させる
地下水の流れ

平成22年7月15日撮影

地質環境調査技術開発
（調査技術・調査機器開発）

平成23年度の調査研究

地下水循環試験装置のイメージ図

・坑道内での調査技術や調査機器の開発：地下水循環試験装置、岩盤の透水性・物質移動特性を調べる試験装置の適

用性確認

・モニタリング技術開発：水圧・水質連続モニタリング、高精度傾斜計・間隙水圧計・水分計などによる計測、電気探査に

よる比抵抗分布の変化調査、光ファイバー式地中変位計による計測、弾性波トモグラフィ調査

・コントロールボーリング技術の適用性確認：掘削および調査の継続

・塩水と淡水が混在する場における地下水流動などに関する調査：

沿岸域の地質環境を対象とした物理探査やボーリング調査技術などの技術開発
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深地層における工学的技術の基礎の開発

平成23年度の調査研究

・地下施設の設計の妥当性確認および更新

地中変位計・コンクリート応力計などの設置・計測、

岩盤の力学特性の評価

・リスク評価手法の開発

坑道掘削時のデータ取得、

ボーリング調査からのデータ取得

・坑道内の安全確保

坑内火災時の通気網解析

・湧水抑制対策のための技術開発

シリカなどの新たなグラウト材料の開発

地中変位計設置状況
（東立坑深度160m）

計測機器配置図
（換気立坑標準断面）

地中変位計

ひずみゲージ

（鋼製支保工に

かかる応力を測定）

コンクリート応力計

（コンクリート内部に

かかる応力を測定）

地中変位計

（岩盤の変位を測定）

ロックボルト軸力計

（壁面近傍の岩盤に

かかる応力を測定）
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地質環境の長期安定性に関する研究

平成23年度の調査研究

地質調査の様子
地下水水質の変遷に関する数値解析の例
（気候・海水準変動および地質構造の変遷を考慮）

 

150万年前 

2
.5

 k
m

 

80万年前 

40万年前 

現 在 

30 km 

 

0.0 0.5 1.0 

淡 水 海 水 

地下水中の塩分濃度
（海水の塩分濃度を1.0として正規化した濃度）

各時代における
海岸線の位置

・地質環境の長期的変遷に関する研究： 地形・地質調査、岩石・地下水・ガスの分析・測定

・地震研究： 地震観測、ＧＰＳ観測、地形・地質調査
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・処分技術の信頼性向上：

低アルカリ性コンクリート材料を用いた原位置施工試験、コンクリート材料が坑道周辺の地質環境に及ぼす影響を

把握するための調査、緩衝材の定置試験・長期挙動試験、岩石コアや地下水を用いた室内試験

・安全評価手法の高度化：

物質移行に関するデータの取得、物質移行メカニズムの把握のための室内試験、物質移行に関する原位置試験

の詳細な計画の検討、地下施設周辺での物質移行に関する解析、表層部を対象とした岩盤水理モデルの構築

低アルカリ性コンクリート材料の吹付け状況
(140m調査坑道の例）

地層処分研究開発

平成23年度の調査研究

緩衝材定置試験設備の概念図

緩衝材ブロック

緩衝材ブロック

駆動装置

昇降装置
(テレスコピック)
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地下施設の建設

平成23年度の調査研究

平成22年1月12日撮影平成23年1月13日撮影

地下施設関連設備の現況

換気立坑
東立坑

排水処理設備

掘削土（ズリ）
仮置場

西立坑

コンクリート製造設備
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地下施設の建設

平成23年度の調査研究

・換気立坑、東立坑および西立坑の掘削
・250mおよび350m調査坑道の掘削
・掘削土（ズリ）の掘削土（ズリ）置場への搬出
・掘削土（ズリ）置場の拡張
・掘削土（ズリ）の分析
・排水処理設備の運転

250m調査坑道の状況
（換気立坑側より東立坑側を望む） 掘削土（ズリ）置場の拡張

平成22年7月5日撮影

平成23年度造成範囲
容量27,000m3

平成22年度までの造成範囲
容量73,000m3
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環境モニタリング

平成23年度の調査研究

環境モニタリングの作業の様子
（魚類生息調査）

・騒音・振動・水質・動植物に関するモニタリング調査

・地下施設の建設に伴う水質モニタリング調査

安全確保への取組み

安全パトロールの様子
（平成22年度実施の例）

• 安全教育の実施

• 定期的な安全パトロールの実施
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開かれた研究

平成23年度の調査研究

ウェブサイトでの情報発信
http://www.jaea.go.jp/04/horonobe/

地下施設の見学の様子
モンテリ・ワークショップ：
平成22年5月11日

地元小学校への出張授業の様子

・国内機関との研究協力：

大学 ；北海道大学、東京都市大学、静岡大学など

研究機関；幌延地圏環境研究所、電力中央研究所、原子力安全基盤機構など

・国外機関との研究協力：

Ｎａｇｒａ（スイス）、モンテリ・プロジェクト（スイス）、ＡＮＤＲＡ（フランス）など
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